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令和元年度第１回土壌汚染対策検討委員会 

令和元年７月９日 

 

 

【田中課長】  それでは、定刻となりましたので、これより令和元年度第１回土壌汚染

対策検討委員会を開催させていただきます。 

 大塚先生からは、少し遅れるということで事前に御連絡をいただいておりまして、５分

か１０分程度ということで御連絡いただいております。 

 委員の皆様、本日は大変お忙しい中、御出席いただきまして、まことにありがとうござ

います。本日の司会進行を務めさせていただきます、私、環境改善部土壌地下水汚染対策

担当課長の田中と申します。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、ここからは着

座にて進めさせていただきます。 

 初めに、お手元の配付資料の確認をさせていただきます。まず次第がございまして、配

付資料の一覧をごらんいただきながら、御確認いただければと思います。 

 まず、両面で委員会の次第、そして、その下に委員の名簿がございます。 

 続きまして、資料１から３までをホチキスどめにしたものがございます。 

 このほか、円卓限りということではございますが、参考資料１から３までをホチキスど

めしたもの、参考資料４として、こちらのガイドラインの冊子、あと参考資料５としてリ

ーフレットというものがございます。 

 今、都庁の中でペーパーレスの取組もございまして、傍聴の方々には参考資料は回覧さ

せていただくということで、また後日、ホームページに掲載させていただくという形で進

めさせていただければと思っておりまして、どうか御理解のほどお願いいたします。 

 また、委員のお手元には、本日の議事の参考のために座席表と事務局名簿もお配りいた

しております。 

 以上ですが、不足等ございましたら、事務局にお知らせいただければと思います。 

 では、委員の皆様には既に御案内しておりますけれども、年度がかわりまして事務局の

異動がございましたので、御紹介させていただきます。 

 まず、志村環境改善技術担当部長になります。 

【志村部長】  志村です。よろしくお願いします。 

【田中課長】  次に、丹野計画課長。 
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【丹野課長】  丹野でございます。引き続きよろしくお願いいたします。 

【田中課長】  多摩環境事務所、名取環境改善課長。 

【名取課長】  名取でございます。引き続きよろしくお願いいたします。 

【田中課長】  次に、今、事務局の作業で席を外しておりますが、土壌地下水汚染対策

総括担当の黒瀬がおります。あと土壌地下水汚染対策担当の相澤になります。 

【相澤主任】  相澤でございます。よろしくお願いいたします。 

【田中課長】  ということで、引き続きよろしくお願いいたします。 

 ここで、今年度から少し内容も変わるというところもございまして、環境改善技術担当

部長の志村から御挨拶をさせていただきます。 

【志村部長】  改めまして、環境改善技術担当部長の志村でございます。本日はお忙し

い中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 委員の皆様方におかれましては、昨年度、「環境確保条例による土壌汚染対策制度の見直

しについて」を中心に活発な御議論をいただきまして、昨年１１月に最後の検討会を開催

した後、１２月に改正条例の公布、それから、本年に入りまして２月に施行規則、３月に

は新たな土壌汚染対策指針を告示いたしまして、この４月１日から無事に新しい条例を施

行することができております。また、５月の連休明けには、この検討会での議論の内容を

最終取りまとめいたしまして、ホームページ等に公表できたというところでございまして、

改めて御礼申し上げたいと思います。 

 今回の条例改正によりまして、土対法と都の条例の関係というものが大分整理されまし

て、運用上の懸案事項というのが多く解決されたということと、土壌汚染対策の目的とい

うのが健康リスクの回避ということにあるということを改めて明確に示すことができたの

かなと思っております。また、条例独自の地下水対策という部分についても、保全の考え

方について合理的な対策基準というのを示すことができたのかなと思っております。今後

は、この改正条例、それから改正された土対法に基づきまして、着実に健康リスクの回避

と、それから地下水保全ということに努めてまいりたいと思います。 

 一方、現実の土壌汚染対策について見てみますと、基準に適合しない土壌が見つかった

場合というのは依然として掘削除去ということを中心に対策がとられているということが

ございまして、これに伴う環境影響というところ、それから、対策費用が過大になるとい

ったような課題もまだ残ったままでございます。特に中小事業者にとりましては、対策に

要する経費、経済的負担というのが大きな問題であるということがございまして、これま
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でも都では合理的な土壌汚染対策を進めるという観点から、『中小事業者のための土壌汚

染対策ガイドライン』を作成しますとともに、フォーラムあるいはセミナーで対策等につ

いてお知らせするとともに、アドバイザー制度を設けまして、対策をする際の技術的支援

を行ってきたところでございます。また、平成２８年３月に作成しました東京都環境基本

計画におきまして、土壌汚染対策に関します全ての過程での環境負荷の低減と、それから

コストの削減、近隣住民等の理解促進の視点を踏まえまして、事業者による合理的な対策

を選択するための手法ということを検討していこうということを政策目標に掲げてござい

ます。そして、土壌汚染対策における環境負荷の評価というところにつきましては、グリ

ーン・レメディエーション、ＧＲツールの作成、配布ということを行いまして、定量化を

目指して取組を行ってきております。さらに、今回、本年３月に作成しました新たな土壌

汚染対策指針の中では、土壌汚染に係る措置の選択に当たりまして、環境面、経済面、社

会面への影響を考慮するように努め、必要に応じて関係者とともに検討した上で、選定し

た措置の方法、それから選択理由ということを対策計画書に記載させるというようなこと

を行っております。 

 今後もこうした取組をさらに推進していくため、今年度は主に次の２点について検討し

ていただくことを予定しております。１つ目といたしましては、最適な土壌汚染対策を選

択する手法、サステーナブル・レメディエーション、ＳＲというものについて、これの具

体的な検討ということをさらに進めてまいりたいと思います。２点目といたしましては、

過年度から取組を進めております、操業中の工場における調査・対策というもの、これを

さらに普及促進するための方策について検討をお願いしたいと思っております。本年度に

つきましては、この２点を中心に御議論いただきながら、広く都民への普及啓発のために、

対象者別のガイドラインというものを作成していきたいと思っております。 

 本日も活発な議論をお願いいたしまして、私の挨拶とさせていただきます。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

【田中課長】  それでは、続きまして、会議の開催方法と議事録の扱いについてでござ

います。本年４月に設置要綱を改正しておりますけれども、そちらを参考資料１に示して

おります。そこにあります第８、第９に記載のとおり、会議と議事録に関しましては原則

公開ということになっております。本日の会議につきましても引き続き公開で行わせてい

ただくとともに、資料、議事録につきましても、委員会終了後に順次、環境局ホームペー

ジに公開してまいりたいと考えております。 
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 それでは、ここから進行のほうは細見委員長にお願いいたします。 

【細見委員長】  新しい年度になって、令和ということで、これまで、今、志村部長が

おっしゃられましたように、土壌汚染対策法と東京都の確保条例との調整というか、これ

は事業者の方にとっても良くなるようにという趣旨で、できるだけ二重規制にならないよ

うに、様々な点でいろいろアイデアを出していただいて、条例として施行できているとい

うことを今報告を受けました。今年度は少し、そういう規制の仕組みだけではなくて、じ

ゃあ、実際に対策を考えたときに、より合理的な、より例えば、東京都の特徴かと思いま

すけれども、中小企業の事業者の方も多いと伺っていますし、そういう東京都にふさわし

い土壌汚染対策について様々な議論を、今年度、１年かけてつくっていきたいと考えてお

ります。引き続き委員の皆様におかれましては、活発な御意見とともに、事業者の立場に

なりつつ、かつ都民として、あるいは環境を保全するという立場を、それぞれ立場を考慮

して議論を進めていきたいと考えてございます。それでは、１年、またよろしくお願いい

たします。 

 それでは、議題に入りたいと思います。最初に、最適な土壌汚染対策を選択する手法の

推進についてということで、お手元の資料１に基づいて、事務局のほうからよろしくお願

いいたします。 

【矢野課長代理】  事務局の矢野でございます。引き続き今年もよろしくお願いいたし

ます。 

 私からは、まず資料１で、最適な土壌汚染対策、本年度の議論に入る前の最初の認識の

整理をさせていただければと思っております。 

 先ほど志村から紹介させていただきましたとおり、東京都において、『環境基本計画２０

１６』で、最適な土壌汚染対策を選択する手法の検討ということで、対策実施に係る全て

の過程での環境負荷の低減、コストの削減、近隣住民等の理解促進などの視点を踏まえ、

合理的な対策の選択を促すための手法を検討していくということで、ここで「最適な土壌

汚染対策」という言葉と、もう一つ「合理的な対策」という言葉が出てきている状況です。 

 この「合理的な対策」という用語につきましては、『中小事業者のための土壌汚染対策ガ

イドライン』の中で定義しておりまして、低コスト・低環境負荷で健康リスクを確実に回

避する対策というような考え方を整理しております。こちらには社会的な視点が入ってい

ないというところで、こういったところを加えていくというところが「最適な」という要

素かなと考えております。 
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 また、サステーナブル・レメディエーションという観点でいいますと、欧米のほうでさ

らに加えられている考え方として、米国ＳｕＲＦですと、限られた資源を賢明に活用する

ことで利益の総量を最大化というような考え方も示されております。また、ＵＫ、イギリ

スにおいては、土壌汚染対策を行うことによる便益が、負荷よりも大きく、バランスのと

れた意思決定プロセスということで、いずれにしても、対策を実施することの便益、それ

から意思決定というところが新しく加わっている概念なのではと思っております。 

 まず、土壌汚染という事象について、一般向けの解説として作った資料がございまして、

こちらの中で少し今の認識を整理したいと思っております。 

 まず、土壌汚染というのは一般的に、有害物質が土壌中に蓄積されて、濃度が基準値を

超えている状態ということで、ご存じのとおり、それが自然的原因である場合もあるとい

うことで、この自然的原因の基準超過土壌については、除去したり浄化するということは

そもそもできませんし、そもそも除去・浄化が必要ないということになります。 

 このほか、都内でよくある基準超過土壌の例としましては、埋土部分で基準が超過して

いる。正直、由来はよくわからないケース。それから、表層付近で鉛含有量基準が超過し

ているようなケース。これも、空襲由来ではないかというようなケースもありますが、ち

ょっとはっきりとした原因はわからない。それから、埋立て由来の基準超過につきまして

は、法施行以前の埋立てですとか法以外の埋立てというケースもありますが、こちらも大

変よく見られるということで、典型的な事業由来・人為由来ではない基準超過が多数見つ

かるという土地柄でございます。これらについては鉛の含有量基準超過のみか、または自

然由来と同程度の濃度の重金属類の溶出量基準超過が多いということで、自然由来レベル

の基準超過が随所に見られるという土地柄でございます。 

 先ほどから、口にしている「基準」という言葉につきましては、土壌汚染という観点か

らしますと、いわゆる直接摂取、口に入るという観点からの土壌含有量基準と、それから、

汚染された土壌による地下水汚染で、この汚染された地下水を飲む摂取リスクということ

で溶出量基準の２つが定められており、特定有害物質につきましては、一部の物質を除い

て、一生涯にわたり摂取し続けても安全な濃度という観点からこの基準値が決められてい

ると理解しております。 

 ですので、この土壌汚染に係る対策の考え方としては、摂取経路を遮断するということ

で健康リスクをなくすことができる。また、摂取経路の遮断による健康リスクの低下、そ

れから、あとは条例独自で、地下水汚染の拡大の防止の観点から、一定濃度を超える土壌
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汚染について対応していれば、都内においては、この汚染土壌について必ずしも除去の措

置をするということは必要ないということになります。 

 摂取経路を遮断するための措置の例としましては、舗装・盛土といった措置が含有量基

準超過には利用されますし、また、封じ込めが溶出量基準超過には使われることになりま

す。 

 措置が必要ない、あるいは措置しても残置するという形で基準超過土壌が残置された土

地につきましては、この土壌が搬出されることによる拡散防止、または土地を改変するこ

とによって基準超過土壌が地下水に触れることによる地下水汚染の拡大を防止するという

管理が必要になってまいります。そういった観点から、法・条例ともに、こういった土地

を改変するときについては届出が必要となっておりますし、また、台帳のような形で情報

を共有するという仕組みを持っております。 

 仮に汚染を残置せずに除去するということになった場合につきましても、一般的には掘

削除去という方法が選ばれますが、それ以外にも原位置浄化という工法が、ガイドライン

に紹介しているものでも５工法ほどございます。汚染土壌の掘削除去は、前提条件として、

まず上に建物がない土地でしか使えない。それに対しまして原位置浄化につきましては、

上の土地利用があっても使えるですとか、あるいは費用につきましても、おおむね掘削除

去に比べますと安く上がるケースがあるというところの利点がございます。ただ、ネック

は工期がかかるというところが共通してあると理解しております。今こちらで紹介してい

るのが、原位置土壌洗浄、生物分解、化学分解、それからガス吸引、地下水揚水といった

対策手法をとることが可能です。 

 今回の条例改正と法改正によって新しく導入された考え方がございまして、１つは、条

例で地下水汚染拡大防止区域に適用できる措置のうち、汚染の除去をもし実施しようと思

ったときに、一定濃度を超える土壌汚染の除去という措置を選ぶことができます。これは

１つは第二溶出量基準を超える汚染土壌だけ掘削除去するという工事、それから、２つ目

は第二溶出量基準を超える土壌だけ原位置浄化することによって除去するという対策方法、

それから、もう一つは第二地下水基準を超える地下水を揚水等で浄化するというような方

法と、いずれも措置の目標につきましては溶出量基準や地下水基準ではなく、第二溶出量

基準以下と土壌をすること、それから、大きな目標として地下水の濃度を第二地下水基準

以下とするということになっております。つまり、措置の目標のレベルが変わってきてい

るということです。 
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 もう一つ、平成３１年度改正法でリスクベースによる措置や拡散防止の考え方が導入さ

れたことによりまして、目標土壌溶出量や目標地下水濃度という考え方が新たに採用され

ました。こちらにつきましても、飲用井戸、つまり人が暴露する地点においての基準適合

が果たされるとすれば、もともと汚染土壌があるサイトでは溶出量基準適合というのを対

策のゴールとしなくても済むという形で、合理的にリスクベースによる対策の選択ができ

るようになったということです。それから、もう一つは自然由来等土壌の利活用というこ

とで、自然由来等形質変更時要届出区域間の移動ですとか、あと自然由来等土壌の利用施

設というような形で、汚染土壌という用語を極力使わずに、自然由来等の土壌について利

活用できる道が開けたということになっております。 

 現状、こういった変更、動きがありますが、まず、過去、東京都内で法の区域指定を受

けた土地のうち、どの程度が全て汚染が除去されて全解除されているかというところをデ

ータとして紹介したいと思いますが、この表の見方としては、例えばこちら、平成１５年

に区域指定された土地につきましては、１００％、全ての土地が全量掘削除去等により解

除されているというふうに見ていきます。ですので、形質変更時要届出区域と要措置区域

に分かれた平成２２年よりも前につきましては高い割合で解除されており、やはり分かれ

てから先は、要措置に比べて形質変更時要届出区域が解除されない割合は上がってはおり

ますが、依然、形質変更時要届出区域についても６割近くの土地が除去によって全解除さ

れているという状況にあります。ただ、これは非常に簡単な解析ですので、実際には調査

契機ごとですとか、サイトの規模ごと、あるいは物質ごとの集計などによって解析を加え

ていくことが必要とは思っております。 

 今、同じ、割合で示したものの数字の表がこちらになっております。大体、要措置が年

間１０から２０件程度、形質変更時要届出区域は１００件前後指定されるというようなと

ころが東京都の状況です。 

 また、もう一つ、土壌環境センターさんの実態調査結果の中からデータを紹介させてい

ただこうと思いますが、対策の調査のうち、対策の法契機における条項別割合ということ

で、対策のうち、この年度は特に極端なのですが、形質変更時要届出区域で行われる対策

の費用が、全対策にかかる費用のうち９割以上がこちらに使われているということで、ほ

かの年度は大体７割から８割ぐらいだと思いますので、この年はちょっと極端ではござい

ますが、形質変更時要届出区域の対策に多額の費用が投入されているという実態がござい

ます。 
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 掘削除去を行うときには負荷がかかるということで、環境・経済・社会、全ての面で負

荷がかかっているということを紹介するスライドになります。当然、費用として１０万円

以上となっております。コストがかかると。それから、環境負荷としましては、掘削とい

う行為そのものに対して、エネルギー消費ですとか、重機による騒音振動、あと掘削行為

による作業安全ですとか、掘り出してしまうことによってこの土地の土壌質が変化してし

まうですとか、あるいは運搬するときの負荷、それから、汚染土壌を浄化するというとき

には、またその処理施設周辺でも様々な負荷をかけているということになります。また、

埋戻し用の土壌につきましても、これを調達するときに、例えば山砂を山を切り開いて調

達するようなときには、そこのサイトにおいて環境破壊が行われることになりますし、こ

れを運搬してくるときの負荷もかかっているということになります。これだけの負荷に見

合う環境リスクの低下があるのかという観点で考えますと、例えば形質変更時要届出区域

であれば、そもそも健康リスクがない土地ですので、環境リスクについては、もともとゼ

ロなものがゼロのままである。そういったことも含めますと、やはり掘削除去をどうして

もするという場合でも、その範囲や量を減らせないかという問題意識が生まれてまいりま

す。 

 それから、土壌汚染という状態につきましては、これまでやはり商慣習ですとか、原状

回復という義務が課されるような土地ですとか、あとは土壌汚染そのものへの心理的なも

のもあったりしまして、指定されていないですとか、基準値以下であるとか、そういった

わかりやすい確実な条件の達成が求められてきているということがあると認識しておりま

す。それに対しまして、今回の法改正で新しく導入されたリスクベースの考え方ですとか、

あと条例について「一定濃度を超える」というような考え方、それから自然由来の特例の

拡大といったところもありまして、様々な緩和策が打ち出されてはいるところですが、そ

もそもの土壌汚染のリスクに関する理解がもう少し広く一般に広まらないと、こういった

緩和の効果が十分に得られないのではないかという危惧もございます。ちょっとこちらも

引き続き勉強してまいりたいと思いますが、改正民法が施行されますと、今まで瑕疵と言

われていた部分が契約不適合となるということで、こういったことについても何かしら影

響が出てくるのではないかと考えております。 

 以上を踏まえまして、土壌汚染対策を最適化するとはどういうことかということで２つ

整理いたしました。１つは、リスクに対して過剰な土壌汚染対策を行うということ自体は、

環境・経済・社会、どの側面から見ても望ましいものではないと考えております。そもそ
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も法令上、掘削除去ということは求められていないと。その後の土地利用を踏まえて、関

係者とコミュニケーションをとりながら、掘削除去自体は必要最小限とし、適切に土壌汚

染を管理していくべきであろうという考え方を打ち出しております。これにつきまして、

社会的合意に基づく土壌汚染管理というのが一つの土壌汚染対策の最適化の姿だろうとい

うことで、これにつきましては後ほど資料２の東京都版ＳＲの推進の中で進めていく方策

を御説明しようと思います。 

 もう一つですが、いざ対策をやはり実施しなくてはいけないというサイトは必ずありま

すので、そのときにはタイミングと効率を十分に検討すべきということです。措置を要す

る場合であっても、汚染が拡散しないうちに早期に取り組むことで、費用対効果が極めて

大きくなると。例えば、工場の操業中でも、時間的猶予があるときには原位置浄化という

ものも使えるということで、汚染の予防・早期発見・早期対策を促進していくことが重要

であると。このための方策として、後ほど資料３で操業中調査・対策の普及促進というと

ころを説明していきたいと思います。 

 まず前提となるところを整理させていただきましたので、今説明した内容につきまして

御議論いただければと思います。 

【細見委員長】  どうもありがとうございました。 

 最適な土壌汚染対策とはということで、これまで「合理的な」という言葉は使われてい

たんですが、それに加えて、社会的な面も加えて、「最適な」という言葉でこの場は議論し

ていきたいということでございます。ただいま説明があった資料について、基本となる認

識の整理ですので、御意見とか質問だとかというのをお願いしたいと思いますが、いかが

でしょうか。 

 どうぞ。 

【勝見委員】  特に絶対ということではないんですけれども、最初にこの資料を拝見し

たときに、「最適な」という言葉が非常に重たいなという具合に思いました。それでいきた

いんだということであれば、それはそれでいいと思うんですけれども、これまで「合理的

な」とか、あるいは「適切な」とかいう用語ですと、幾つか選択肢は残るだろうと。合理

的な方法が幾つかあって、その中でサイトごとに方法、対策が選択されていくということ

かと思うんですけれども、「最適な」と言われると、最も適したなので、１つになってしま

うんですけれども、その１つを決めますという非常に大きな宣言のような気がして、それ

を宣言するんですということであればいいんですけれども、ちょっとそこが私まだしっく
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りきていないので、もし補足で御説明いただけることがあればいただければなと思います。

非常に抽象的なことをお聞きして申し訳ございませんが。 

【細見委員長】  認識をそろえる意味で、「最適な」という重みを御指摘いただきました

けれども、環境基本計画では２０１６年にこういうのをうたっているんですね。その辺も

含めて、お願いいたします。 

【田中課長】  まず１ページ目のところを見ていただきまして、環境基本計画２０１６

年の中でこういった絵を、経済・社会・環境という形の中、これをバランスとりながら最

適な土壌汚染対策ということで、「最適な」というのをこの計画の中で書かせていただいて

はいるんですけれども、この「最適な」という言葉の定義というところになるかとも思い

ますが、我々としてはなかなか、環境・経済・社会がベストミックスしたサステーナブル・

レメディエーションという言葉自体がちょっと難しいということがあったので、その言葉

を少し端的に言うと、「最適な土壌汚染対策」という言葉ではどうかということで、この時

点では書かせていただいたというところでございます。我々の意図するところとしては、

１個に絞るというわけではなくて、今までと同じように幾つか選択肢を示す中で、その中

で経済・社会・環境を考慮したときにバランスがとれたのはどこかというところ、それを

探っていくというのを「最適な」と表現させていただいています。確かに、この言葉をど

うするかというのは、ここで、このガイドラインを作っていく上で非常に重要なテーマか

と思っております。 

【勝見委員】  ありがとうございます。 

【細見委員長】  １つではなくて、一応いろいろな対策も含めて、より合理的だという

意味でしょうかね。 

 大塚委員、どうぞ。 

【大塚委員】  私も勝見委員みたいに真剣に考えると、疑問がないわけではないんです

が、１つだとは多分思っていらっしゃらないようなので、そういう文言として考えるのか

なと思いました。この点は、法律のほうだと、２００９年の土壌汚染対策法改正の前に議

論してきたこととも関係しているんですけれども、掘削除去をできるだけ減らしていくと

いう発想で検討していたんです。それで、国会の参考人で出させていただいたときに、畑

先生は掘削除去をもっとやっていけということをおっしゃっていて、そういう議論もある

ことはあるんです。その土地のことだけきれいにしようと思えば、そういう議論は全くな

いわけではない。ただ、いろいろなことを考えると、ここでいろいろな負荷のことを考え
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ていただいていますけれども、多分ここにあまり入っていないような気がするんだけど、

最大の問題は、やはり掘削した後、汚染した土壌をどこかに捨ててしまうとか、そうじゃ

なくても、こぼしてしまうとかということはどうしても出てくる可能性はあるので、廃棄

物の不法投棄に比べて、汚染土壌の場合はほんとうに見分けがつかないという問題がある

ので、実はその辺も、掘削除去に関してはあまり良くないということの大きな理由の一つ

ではあるところもございます。そういう意味で、「最適な」ということとの関係も含めて若

干申し上げたつもりですけれども、その辺を参考にしていただければありがたいと思いま

すが、あまり、１つだけということじゃないと思って、何とかこのままいくのだろうと思

っておりました。 

【細見委員長】  この「最適な」という意味は、１つではないと。幾つかの選択肢の中

で、今まで考慮してこなかった社会的な面も含めて議論して、より合理的なというか、最

適を将来目指したいんだけど、「より合理的な」というのがよりわかりやすいかなという気

もしました。「最適な」と言われると、確かに、１つだと言われると、言葉尻だけだと、そ

のようにも解せなくはないので。ただ、私たちが今、今年度議論していくのは、幾つかの

選択肢の中で、いろいろな観点を含めて、より合理的だと思われるものを目指して議論し

ていきましょうと、そういう観点で理解していただければと思うんですが、これについて

もうちょっと事務局でつけ加えることがございましたら、お願いします。 

【田中課長】  ありがとうございます。最終的に今年度はガイドラインを作っていくと

いうことでございますが、そのガイドラインの中でどういう言葉を使うのかというのはま

た、「最適な」というのがいいのか、今委員長が言われた「より合理的な」という言葉を使

うか、その辺は今後御議論させていただければと思います。 

【細見委員長】  ありがとうございます。それでよろしいですね。 

【田中課長】  あと、今、大塚先生から御指摘のあった、確かに汚染土壌が外部搬出さ

れる際の不適切処理、そういった観点もこの中で踏まえていきたいと思っております。 

【細見委員長】  一応そういうことで、言葉の表現はひょっとしたら変わるかもしれな

い。変な誤解を生むんだったら変えたほうがいいかもしれませんので、それを念頭に置い

ていただいて、今説明があった、例えばスライドの５番から１５番目でしょうかね。これ

は、スライドの１５までですね。これについて、土壌汚染とはどういう状態をいうのか、

あるいは必要な対策は何かという基本的な事項について事務局で整理していただいていま

すが、先ほどの「最適な」という意味に関して、もう一個の表現を使えば、「より合理的な」
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という意味で使っているということで、おおむねこの内容について、まずスライドの５か

ら１５について、いかがでしょうか。異論があれば今のうちにお願いしたいなと。異論と

いうか、考え方をちょっと整理していただきたいなと思いますが。先ほどの、表現の仕方

がどうもちょっと納得いかないというような文言があれば。よろしいでしょうか。５枚目

から１５枚目ぐらいの。 

【鈴木委員】  １つだけよろしいでしょうか。 

【細見委員長】  はい。鈴木委員、どうぞ。 

【鈴木委員】  いろいろな措置の方法があるということで例示していただいていますし、

現実的にこの方法があるわけですけれども、これが一般向けということで使われていると

すると、やはり物質によっては適用できないものもあるというところが抜けてしまうと、

何でもできるんじゃないのと勘違いされてしまうというところがあります。特に、やはり

揮発性有機化合物というのはその特性が明確であるので、現地で浄化しやすいものである

が、逆に重金属はなかなか難しいとか、そういう点もありますので、やはりある程度、も

う少し物質を意識した形に最終的には整理されるのがいいんだろうと思います。 

【田中課長】  御指摘ありがとうございます。物質についてもわかりやすく整理してい

きたいと思っています。 

【細見委員長】  そうですね。土壌ガス吸引だと重金属には多分適用できないとか、わ

りとできるだけ簡略化しようと思って書かれた内容ですので、ちょっと文言が必要かもし

れませんね。そこは事務局も理解しているということで、次に進めたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。 

【小林委員】  １つだけ。 

【細見委員長】  小林委員、どうぞ。 

【小林委員】  全体的に考えについて非常に賛同するところなんです。例としては、鉛

ですとかヒ素ですとか、そういう自然由来等について例示していただいているんですけれ

ども、有機塩素系溶剤とかの場合、こういうレベルではなく、もうかなり桁違いに高濃度

の汚染があるというのも１つ例としては考えていただけるといいなと思うんですけれども、

その目標が７ページとかで、第二溶出量基準値以下を目指すという、この考え方も非常に

よいと思っております。やはり、かなり高濃度のものを普通の溶出量基準値以下にすると

いうと、かなり対策も大変ですし、費用もかかるということで、なかなかそういうことだ

と調査もしてもらえないというような実態、特に中小企業さんとかですと大変ということ
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が出てくると思うんですけれども、そういう中で、土壌ガス吸引とか地下水揚水みたいな

ものも、基準値の達成じゃなく、第二溶出量基準値以下を目指すということであれば、原

液は取り除かれて、かなり安全な状態まででいいよということであれば大分ハードルも下

がります。あと、上で挙げていただいている費用の目安というのも、おそらくこれは基準

値を達成することを目指した金額だと思いますので、もっとこれも下がると思うんです。

ですから、目標が変わると費用も大分変わってくるかと思いますので、そういう視点も今

後御検討いただければなと思いました。 

 以上です。 

【細見委員長】  ありがとうございます。 

 次でいいますと、スライドの例えば１６から２１までに関しては掘削除去についていろ

いろ、大塚先生から先ほど指摘がございましたけれども、この部分についてさらに何か御

意見等ございますでしょうか。１６から２１枚目についてですが。言葉の使い方、あるい

はこういう表現のほうがいいのではないかとか、ございましたら。 

 あるいは最後、２１枚目、２２枚目というのは、本日以降議論していく内容の最初のス

タート地点ですが、これについて、では、鈴木委員、どうぞ。 

【鈴木委員】  ちょっと前の話になるかもしれませんけれども、最初のお話で、東京都

らしい土壌汚染対策というお話をいただいたと思います。逆に、東京都における土壌汚染

はどんな特徴があるのかというのを把握できれば、結構みんなが議論しやすいと思うんで

す。先ほどもちょっとあったと思いますけれども、小規模な土地が多いということはある

かもしれませんが、おそらく大阪と比べると、大阪のほうが多いのかもしれませんし、東

京都の現在の土壌汚染というのはどんな特徴があるんだというのを今後まとめる方向とか、

何かそういう計画があればちょっとお話しいただいて、それで議論がその後できるのかな

と思います。 

【細見委員長】  いかがでしょう。 

【矢野課長代理】  次の資料２、３では、今後進めていく事業の中でそういった整理を

していく方向性についても示しておりますので、その際に、こういった観点からデータ整

理もすべきではないかというような御意見が追加でいただければありがたいと思っており

ます。 

【細見委員長】  ちなみに、６枚目に図で、都内でよくある基準超過の何とか例と書い

てございますが、これも１つかなと思いますけれども、もうちょっと体系的に調べておく
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というのも大事かなと思います。 

【田中課長】  ありがとうございます。今までの区域指定されている土地の状況とか、

そういうのも全部整理したり、そういったことで今後やっていきたいと思っていまして、

また次の議論の中でもその辺議論いただければと思っております。 

【細見委員長】  じゃあ、ほかに何かございますでしょうか。 

 石﨑委員、どうぞ。 

【石﨑委員】  やはり費用対効果というところの中で資料を見させていただいていると、

金額ですとかはもちろんそうなんですけれども、やはり期間というか、時間というものを

コストと考えれば、すごくスパンがアバウト過ぎるかなというところなので、やる内容に

よってどのくらい時間がかかるのかという部分をもう少しコストという部分として考えて

いただけないかなと。やはり我々産業界からすると、除去だとかいろいろなことをやる上

で、期間というのが非常にコスト的にどうなんですかということになるものですから、そ

の辺ももう少し議論の中に入れていただければなと思うんです。 

【細見委員長】  どうでしょうか、事務局。 

【田中課長】  確かに工期がそのままコストに響いてくるということがあるかと思って

おりまして、それで、一つの今事務局の考え方としては、スライド２２ページのあたりの

ところなんですけれども、１つ、ここで、操業中対策を普及促進したいという中において

は、やはり時間がかかる措置も、操業中に実施していくということで選択可能だというあ

たりで、操業中の対策を進めることで今の課題も解決していければということもちょっと

考えているところではあります。 

【細見委員長】  今のに関連して。 はい、鈴木委員どうぞ。 

【鈴木委員】  期間の問題というのは、我々、地盤を相手にしている者にとっては、や

はりかなり難しいということがあります。というのは、一般化はなかなかしづらいんです。

特に東京都の場合は台地部と低地部があり、これは地下水の位置が全然違うということが

ありますし、地盤構成、例えば粘土層がどこにあるのかによっても、対策の期間が変わっ

てしまうということで、こういう条件で変わるんだよということは言えるかもしれません

が、その結果として一般的にやはりどのぐらいの期間になるというのはなかなか言いづら

いのかなという気はします。 

【細見委員長】  じゃあ、小野委員、どうぞ。 

【小野委員】  先ほど鈴木委員から決定打に当たる答えが出てしまったのかもしれませ
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んが、こちらのガイドラインに後ろのほうにケーススタディーが載っていまして、おそら

くここが書きかわって、工期とか費用とかがもしかしたら入るのかなと思って、その可能

性はありますかという質問をしたかったんですが、結構一般化は難しいと。ただ、何とな

く典型例で、カタログみたいにというわけではないんですが、何となくこれだと期間は、

このＡ社の事例だと何カ月みたいなふうに、先ほどの鈴木委員のコメントと全然かみ合わ

ないんですが、数字がざっくり入れられないものかな。そうすると、事業者さんも何とな

くイメージがつきやすいのかなと。じゃあ、このぐらいかかって、お金はこのぐらいで、

期間はこのぐらいでというイメージがつきやすく、よりこのガイドラインがじっくり読ま

れる、おもしろい記事になるんじゃないかということで、その可能性はないかということ

でちょっとお聞きします。 

【田中課長】  まず、前提といたしまして、ガイドラインの３６ページを見ていただけ

ればと思いますが、対策工法ごとには一応目安の工期というのは、今このガイドラインの

中では幅を持たせて載せております。３６ページのところに載っているという状況ではご

ざいますが、今、鈴木委員からもございましたとおり、これをさらにもう少し精緻化して

いくというのはなかなか、地盤の状況にもよるので、これぐらいの幅はどうしても持たせ

ざるを得ないのかなというところではございます。 

 あと、今お話のあったケーススタディについて、今後作成していくガイドラインでもそ

ういった事例等を示していきたいと思っていますが、こういったケーススタディについて

も、このケースをやるにはこれぐらいの工期だとかということも今後は載せていければさ

らにわかりやすいのではないかと、今の御意見をいただいて、ありがとうございます。 

【細見委員長】  じゃあ、名取さん、どうぞ。 

【名取課長】  東京都では土壌汚染対策アドバイザー制度というのを持っていまして、

そのアドバイザーがアドバイスするに当たっての基礎資料として、土壌汚染の調査・対策

等の単価を調べた資料が手元にございます。過去に調査した結果がございますので、そう

いったものを一応組み合わせると、積算という形で、こういう範囲であればこういうコス

トがかかるという仮の計算ができるような、諸元というか、そういったものがありますの

で、そういったものをこれからつくるガイドラインの中でも一部生かしていけるのではな

いかなとは思いますけれども。 

【細見委員長】  ありがとうございます。これは資料２とか３を議論していく中で、ア

ドバイザー制度の話も出てくるかと思いますし、今までの東京都で区域指定あるいは解除
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されたり、そういう事例についてもより詳細な調査等を行っていただくように伺っていま

すので、できましたら、次の資料に移ってよろしいでしょうか。 

 はい、どうぞ。大塚委員、どうぞ。 

【大塚委員】  確認だけで恐縮ですが。 

【細見委員長】  確認で、はい。 

【大塚委員】  済みません。掘削除去をできるだけやめていただくために、都知事とか

区長さんとして何かおっしゃっていただくとか、そういう手続はどこかに入っているんで

しょうか。どこにもないんですか。そこを確認のためにお伺いしたい。国の法律には都道

府県知事に指示してもらうとというのはあることはあるので、都の条例のほうはどうなっ

ていましたでしょうか。確認で恐縮です。 

【田中課長】  それは個別の現場現場での手続きということでよろしいでしょうか。 

【大塚委員】  条例の中にそういう仕組みがどこかに、あるいは規則とかに入っている

んでしょうか。 

【田中課長】  一応法律のほうでは我々、汚染があったときには、例えば要措置区域で

あれば都知事名で措置を指示しますけれども、そのときに指示措置としては地下水のモニ

タリングなり封じ込めとか、そういったことを指示するのですが、実際には掘削除去が行

われる事例が多いのが現状です。 

【大塚委員】  条例のほうはそういうのはありましたか。 

【矢野課長代理】  条例のほうでは、対策の方法につきまして、いわゆる指示措置です

とか、そういった考え方は設けてはいなくて、その汚染の状況に応じて、必要と思われる

対策を事業者が選択して実施するという流れになっております。ただ、今回、冒頭の挨拶

の中でも紹介したんですが、ＳＲの観点を進めるために、措置の選択理由というものを書

かせるということで、その選択理由の中である程度、窓口の中でコミュニケーションを図

っていくというようなことを窓口の担当と話しているところです。 

【大塚委員】  選択理由を書くのは何か規則で決められるのですか。 

【矢野課長代理】  規則様式の記載事項として措置の選択理由を書かせることとしてお

りまして、その考え方自身を土壌汚染対策指針の中で、環境・経済・社会の側面に配慮し

て、必要に応じて関係者とともに検討して、その上で選んだ理由を書かせるというつくり

にしております。 

【大塚委員】  わかりました。ありがとうございます。 
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【細見委員長】  よろしいでしょうか。 

 それでは、次の資料に進みたいと思いますので、説明をお願いいたします。 

【矢野課長代理】  では、引き続きまして、資料２、東京都版ＳＲの推進について説明

させていただきます。 

 まず、ＳＲの定義、それから都内の実情を踏まえたＳＲの活用についてということで、

こちらは産総研のＳＲコンソーシアムがこの５月に取りまとめました、ＳＲホワイトペー

パー、ＳＲ白書の中の記述をちょっと使わせていただいております。ＳＲの定義としては、

土壌汚染対策において、汚染物質がもたらすリスクや浄化にかかわるコストだけでなく、

外部環境負荷を低減しつつ、社会・経済の側面を取り込んだ対策の意思決定を推進する考

え方となっております。ＳＲ白書の中のコラムの中で、ＳＲ自体はブラウンフィールドの

再開発に有効な手段として発展してきたという経緯もありまして、経済・社会については、

跡地利用の方法による影響についても捉えるというような部分が大きくございます。ただ、

日本の中で、特に都内は極端ですが、土地利用が決まっている土地で対策を行うというケ

ースがほとんどですので、土地利用の方法自体を議論せずに、汚染対策による影響に絞っ

て評価を進めるということがＳＲを取り込んでいく上で重要ではないかという指摘があり

まして、この立場に東京都も立とうと思っております。 

 東京都版ＳＲのコンセプトとしては、本来のＳＲについては非常に影響対象を広く捉え

るべきものではございますが、まずはこちらを限定して、特に、まず「やってみる」とい

うところを重視したいと考えております。こちらの図のイメージとしましては、いわゆる

完全除去と、それから汚染を残置した場合のリスク管理と、こういったところの間に、今

回、土地利用を踏まえた最適な対策のレベル感があるということで、これをバランスをと

っていくに当たって、環境・経済・社会の３側面を関係者同士で話合いながらうまいバラ

ンスをとる、ここの土台をしっかりとバランスをとった上でここを考えていくというよう

なイメージをお伝えするために作ったものでございます。 

 このＳＲをやることでどういったことを目指しているかというと、一般的に土壌汚染が

発覚すれば、事業者が全量掘削除去という選択をするというケースについては、これは一

体どういったプロセスで選んだのかがわからない。あるいは、掘削除去による負荷という

ものを見ているというわけでは、はっきり可視化していないと。また、他の方法があるか

もしれないというのですが、それの選択肢も事業者さんによっては視野に入っていないお

それがあるというところです。ＳＲに取組むことで、汚染が発覚したときに、まず措置選
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択に用いる評価指標の選定と、それから、その措置方法を評価して、比較検討して選択す

ると、こういったところも関係者と一緒にやっていくということでプロセスが明らかにな

る。また、負荷の比較というものが可能になっていく。こういった中で、よりよい選択が

可能になっていくというところを目指していく、そのように考えております。 

 この東京都版ＳＲを進めるために、まず第１段階として、実践のためのツールを作成・

提供するということで、１つがＳＲを進めるための具体的方法を示した冊子、本日は「Ｓ

Ｒ推進ガイドライン」と呼んで話を進めさせていただきますが、「（仮称）」としております

とおり、この内容に最もふさわしいタイトルをつけていきたいと思っております。これを

作成するということが１つ。それから、ＳＲは関係者に参画していただいたり、関係者と

ともに作り上げていくものですので、この関係者の理解促進の助けとなるパンフレットと

いうものも同時に作成していく。これが第１段階として今年度検討して取り組んでいく内

容と考えております。これ以降、第２段階、第３段階ということで、実施環境の整備――

専門人材の育成ですとか、さらなる普及啓発、それから事例づくりというところに進んで

いきたいということで、行く行くはＳＲを一般化して、さらに手法としても進化していく

というところを目指していきたいと考えております。 

 ＳＲにつきましては、ＳＲそのものについては、先ほど紹介した産総研ＳＲコンソーシ

アムが取りまとめたホワイトペーパーがまずあります。そのほか、環境・経済・社会、そ

れぞれの側面で利用できるような既存の資料が種々ございます。こういったものを統合し

て、我々としてはＳＲを実践するための資料というものとして今回ガイドライン（仮称）

をつくっていきたいと思っております。 

 その際に、考え方としては、まず効果を考慮して、ガイドラインの中で重点取組対象を

設定したいということで、効果を考慮するということから、過剰対策・過剰搬出の抑制効

果が大きいですとか、大規模な工事であれば既存の枠組みなどの範囲でも取り組めると、

それから、規制の対象であって、先ほどあったとおり、窓口のコミュニケーションも含め

て指導が可能であるというところもありますので、大規模土地改変（法４条相当）の案件

というものを特に重点取組対象と考えております。さらに、そのうち、形変で、自然由来

レベルというものであれば、これをやっていただくことについて何らリスクが増えるとい

うこともありませんので、こういったところは特にやっていきたいと考えております。ガ

イドライン自体は構成としては、お手元にある中小ガイドラインのように、基本編、詳細

編といったような内容が載っているような冊子と、それから、Ｗｅｂのほうで資料編を準
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備するというような形で考えております。これ以外の、重点対象以外の案件についても、

次のスライドで説明するとおり、考え方を広く紹介していきたいと思っております。 

 全体的なシリーズのラインナップの構想としましては、大規模開発につきましてはガイ

ドラインの本編の中で、基本編の中でいわゆる立場ごと、開発事業者さんですとか土地所

有者さんといった立場ごとに、具体的に進めるためのフローチャートと、それから、その

各段階で必要となる考え方を紹介するというつくりを考えております。また、詳細編の中

では評価法、定性評価と半定量評価ぐらいまでをここの中で取り扱いたいと思っておりま

すが、それから、具体的な環境配慮のための工法、それから事例集と。こういったものに

ついて掲載しきれないものを資料編に持っていこうと考えております。このほか、４条相

当案件として公共事業ですとか大規模工場での取組というところも含まれるかと思います

が、いずれもそれぞれの事情がございますので、別の対応を考えております。特に大規模

工場の操業中対策につきましては、次の資料３でも操業中対策の話をしてまいりますが、

このＳＲガイドラインの中のコラムですとか、資料編みたいなところで考え方を紹介でき

ればと思っております。逆に、中小事業者につきましては、中小事業者でも実施可能なＳ

Ｒの手順については、中小事業者ガイドラインの改訂の中で簡単に解説していきたいと、

そういった形で普及を考えております。 

 ＳＲの適用フロー、こちらもＳＲ白書の中から採用させていただいた図でございますが、

これをもし実施しようと思ったときに想定される疑問というようなものをちょっと挙げて

みました。一体どのタイミングで始めるのか、それから、具体的にどんなメリットがある

のかですとか、一体どなたに参加を促すのかですとか、関係者とは誰なのかですとか、実

際に評価しようと思ったときにどんな資料を準備したりする必要があるのかですとか、そ

ういったことを想定しております。ガイドラインの中では、これらについて回答できるよ

うな形で考え方をそれぞれ示していくことをイメージしております。 

 この基本編の編集方針としては、やはりＳＲというものをそもそも知らない、周りにや

っているという事例も特にない、また、やる動機も特にないというようなところの人をま

ず想定した上で、このような人でも取り組んでいただくための道しるべ、ガイド、あるい

は手引となるようなものというイメージを持っております。ですので、それぞれの立場に

必要となる考え方をしっかり提示することで、当事者だという自覚を持っていただくと。

それから、あとは、すべきことを絞り込むことで取組のハードルを下げるということで、

考え方はシンプルに整理すると。それから、評価につきましても、どちらかというと東京
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都でも、これとこれはぜひやってほしいと、あとは本当に状況に応じてということで、優

先度を明確に示していきたいと。それから、ＳＲのメリットとして、コストが削減できる

ということをやはり動機としてちゃんと、採用していただくために打ち出していきたいと

考えております。 

 ＳＲにおける３側面、経済・社会・環境ですが、これもＳＲ白書の中に紹介されていた

ＳｕＲＦ－ＵＫの指標の例を引用しておりますが、様々ありますが、実事例に適用する場

合には具体的に目の前に課題があるわけですが、それがこの一つ一つのどれに当たるのか

という対応関係がもう少し明確になるべきかなと思っているところです。また、日本の環

境行政がこれまで用いてきたカテゴリー分けに編集して整理したいと。そういったところ

も行った上で、都内のＳＲでの優先順位づけの考え方を示すと。基本編では、評価指標の

セット、これとこれとこれをやってくださいというのを明確に見せて、それを関係者に提

示していただくような形まで想定しております。詳細編では、選択した評価指標に関する

定性評価ですとか半定量評価のモデルみたいなものを示しますし、より詳細な評価に取り

組みたい人に向けては資料編というものも準備していきたいと考えております。 

 土壌汚染に関する環境負荷としては、東京都が、勝見先生に委員長を務めていただいた

評価手法検討会において、まず一次的影響、二次的影響、三次的影響とある中で、ＳＲに

おける評価対象は対策の措置に由来する影響であると整理していただいております。また、

そちらにつながって実施したガイドラインの中でも、評価対象とする領域と関連するイン

ベントリーの例ということで詳細な項目を挙げていただいております。 

 その上で、今回、環境的側面の評価指標の考え方を思い切って整理させていただいてお

りまして、まず基本編では、土壌掘削という工事の影響の大きい粉じんをとにかく確実に

抑制するというところを目指していくべきではないかということで、粉じんをまず環境的

側面の評価の対象とするべきではないかという考え方です。把握の仕方としては、原則と

して現場でモニタリングを実施して、場合によっては特定有害物質の測定値との換算係数

などで粉じんの飛散による影響がないということについて説明できるような状況を作って

おくことがコミュニケーション上、有効ではないかと考えているところです。そのほかに

つきましては、２番目の順位をつけるというのは非常に難しいところではございますが、

ＣＯ２ですとか廃棄物といったところにつきましては、大規模な事業では通常管理されて

いると考えておりますので、こういったところについてもしっかりと、土壌汚染対策で発

生する負荷についても把握するということで、これに、これまでのＧＲツールですとか、
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あとは、今後、産総研のＳＲコンソーシアムのほうでも整理していくと思いますが、土壌

汚染の措置に関するＢＭＰの適用といったことも実施できるのかなと考えております。 

 経済的側面の評価指標ということで、これもＳＲ白書で挙げられている様々な指標がご

ざいますが、基本的には、まず対策工事コストの話に特化すべきだと。それ以外につきま

しては、かなり複雑な事情もありますので、都度都度、必要なものを選んでいただければ

よいのかと思っております。ただ、ここにあまり特化しますと、地域の方にご理解いただ

く上で、事業者が得をするためだけではないかと思われてしまうと。そういったことを避

けるためにも、地域社会に経済的利益がある場合には、こういったものを積極的に提示す

るというふうに努めていただくのが重要ではと考えております。 

 社会的側面の評価指標として、こちらもＳＲ白書で挙げられているものですが、一番上

に周辺環境の話がございまして、これは環境行政のこれまでの経過を考えますと、やはり

環境的側面として扱うべきだと考えておりますので、そのように再整理したいと思ってお

ります。その上で、社会的側面の中で最も重要なのは人の安全の確保というところですの

で、例えば交通量増加による交通リスクというものもありますし、作業の安全も考慮に入

れる必要があるときもあります。それから、基本編では、それ以外様々なものがあります

が、これは「周辺地域のニーズ」というような言葉に言いかえた上で、これを把握するた

めに地域社会とコミュニケーションをとっていくことが必要であると訴えていこうと思っ

ております。ただ、やはり誤解されないようにということで、ＳＲは３側面のバランスが

重要であって、地域ニーズが最優先されるわけではないということについては、コミュニ

ケーションの中で丁寧に理解を求めていくということも必要なことだと考えております。 

 このコミュニケーションの方法としては、リスクコミュニケーションの中でさまざま検

討されてきた手法というのがありますし、そういったものをそのまま使えるというふうに

こちらは考えております。ただ、評価指標の選択という「価値観」にかかわる対話ですの

で、ぜひ、信頼関係の構築ということが特に重要であるということもしっかり訴えていき

たいと思っております。また、ＳＲに関しましては、今回、汚染を残置するというケース

が増えてくると思いますので、完了後の土地の管理についても地域に定期的に情報共有す

るといったことも重要であるということも示していきたいと思っております。いずれにし

ても、環境アセスなど、こういった社会的合意形成のプロセスというのがいろいろござい

ますので、こういったところを参考にして手法を整理していきたいと考えております。 

 次はちょっと漠然としたスライドではございますが、今までのＳＲの前提がそもそも、
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土地を利用しようと思って、その改変時に合理的に対策をするという考え方ですので、ま

ず取引の時点でそもそも全量掘削除去して浄化されているという場合には適用できなくな

ってしまいますので、そもそもそういったことが行われている社会的な理由あるいは経済

的な理由、こういった背景をちょっと整理しておかなくてはいけないと考えております。

あと、縷々そういったことの原因と考えられるようなことを挙げてはございますが、取引

時点での全量掘削除去ではなく、利活用時に必要な範囲で対策を行うように商慣習が変わ

ることが必要であると思っておりますので、このためにどのようなことができるかという

ことを探っていきたいと考えております。 

 あとは詳細編のほうで紹介しようと思っている事例の例ということで、都内によくあり

そうなサイトのイメージを幾つか挙げております。商業施設ができるですとか、事務所ビ

ルができるですとか、そういったところで自然由来レベルの基準超過があると。こういっ

たときに、全量掘削除去という選択肢を一旦置いて、消して、他の合理的な対策を選ぶと

いう中で検討していくと、そういったイメージで３事例ほど挙げております。これは集合

住宅というようなパターンもあるかと思いますし、あとは、一部、条例の対策が必要にな

る、第二溶出量基準超過があるようなところについては、そういった汚染の濃いところだ

け対応するというような考え方もあるというようなことを示しております。こういったあ

たりを、都内の指定案件のデータを解析して、実事例や、あるいは実事例がない場合につ

いては事後評価例のようなものを作成して事例として掲載していきたいと思っております。 

 次に、理解促進リーフレットということで、これはＳＲ推進に資するリーフレットであ

るということで、どのような使われ方をするかというと、結局は事業者さんがＳＲをやり

たいのでということで関係者さんに配って、これにご協力をお願いしますというときに使

う資料なのではと思っております。そういったものを考えたときに、本日の参考資料５で、

これは平成２１年ですか、２２年につくった資料なので、ちょっと古いところがございま

すが、健康リスクを解説する資料というスタイルがございます。このほか、案②として、

評価指標や措置の選定に必要な内容をもっと充実していくというスタイルがあるかと思い

ます。いずれにしても、関係者へのメッセージということで、参加していただく方に向け

てのメッセージと、それから、土壌汚染に対して皆様が思っているようなことというのを

しっかりと受けとめて書いていくという姿勢が必要だと思っております。特に、やはり「基

準値以下」ですとか「指定されていない」という、わかりやすく確実な条件がある。こう

ではないというときに、これに並ぶだけの説得力のある「安心・安全」とは何かというこ
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とで、一つは「よくあること」であるという説明、あるいは実際に特に問題は起きていな

いという事例をたくさん示していくということがその方法の一つなのではと考えておりま

す。 

 まとめといいますか、今後この件について進めていく方法ですが、本日説明したような

形で事業全体の方向性について委員の皆様に確認していただいた上で、今後、委託調査の

中で、事例の収集、それから整理、技術的な部分についても集めていくと。それから、ヒ

アリングですとか、そういったところも進めていきたいと思っております。このあたりを

やった上で、第２回検討委員会で進捗報告をして、成果物の方向性について改めて確認し

た上で、最後は第３回検討委員会でガイドラインやリーフレット、資料集の素案について

御確認いただくというような予定をしております。 

 資料２の説明は以上になります。 

【細見委員長】  どうもありがとうございました。 

 東京都版のＳＲの推進ということで、本日、これから議論していくたたき台ということ

で、それについて、進め方だとか、目標というんでしょうか。ガイドラインのターゲット、

それから、最後、具体的には関係者向けのリーフレットでしょうかね。そういうことにつ

いて御説明いただきました。全体を通じて何か御意見はありますか。 

 大塚委員、どうぞ。 

【大塚委員】  全体との関係があるので最初に発言させていただきますが、さっきスラ

イドの１４でお話しになったこととも関係するんですけれども、対策コストが高いという

のは大きな問題なんですが、これはあまり生の形で言い過ぎると反発を招く可能性もあっ

て、特にＮＧＯの方とか、都民の方でも多分、反発される方もいらっしゃると思うんです

けれども、もともとこのＳＲというのが始まったのが、先ほども御説明があったように、

ブラウンフィールド問題から始まっているので、対策コストが高いことそれ自体の問題と

いうよりは、高いとどういうことになるかというのが問題で、高いと、今まで港湾施設と

かいろいろ、非常に開発されてきたところについて、土地が塩漬けになって社会的にそこ

が使えない形で放置されることになるという経験を踏まえてこれが出てきているところを

強調していただきたいと思います。あまりコストが高いということだけをもろに出して議

論すると、ちょっと誤解を招くおそれもあるので、結論はこれでいいんですけれども、説

明の仕方としては多少気をつけていただいたほうがよいと思っております。 

【細見委員長】  事務局、いかがでしょうか。大丈夫ですか。説明の仕方。 
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【田中課長】  そうですね。我々、現在ある中小事業者ガイドラインとかをつくってい

くときにも、そもそもの前提として、対策コストが高いと、逆に対策がなされなくて、逆

に環境リスクが生じるというようなことがあるということで、安くというんじゃないです

けれども、合理的な対策を打ち出すことでしっかり対策がされていくということを目指し

てきたところで、まずその大前提の議論は確かにどこかに書いておくようにしたいと思い

ます。例えばガイドラインであればコラムに書くとか、そういったことも工夫していきた

いと思います。 

【細見委員長】  ほかにございますでしょうか。 

 小野委員、どうぞ。 

【小野委員】  ちょっと個別のコメントになるかもしれませんが、スライドの１７枚目

で、土地の取引に伴う土壌汚染の除去の必要性ということで、「対策の合理化のためには」

という２つ目の枠なんですが、やはり商習慣のハードルが結構大きいだろうということで、

ガイドラインとかに、今までの対策の中ではほとんど、対策をすることによって実質的に

はリスクが下がっていない対策も多く行われてきたみたいな事例はありますかね。やはり

そういう事例が不必要な環境負荷を生んでいたみたいな、コラムみたいに書けると、何と

なくみんな変わってくるのかなと。合理的とは何かというところなんですけれども、これ

までは不合理だったみたいなことを、直接ではないんですが、やはりそういうことを事務

局側は多分痛感されていらっしゃるんじゃないかと思うので、その辺の説明があるとみん

な意識が向いてくるのかなと思ったので、コメントです。 

【田中課長】  そういった非合理とも言える事例も集めていきたいと思っています。一

つの事例としては、例えば土地を売る前に、売る側の人が掘削除去をして、清浄土をそこ

に埋め戻した後に、今度は、買った人がまたそれを掘り返して開発をするというようなや

り方をされている事例があります。そういう場合は、一つの事業として考えれば、売った

後に買った方が掘削すればいいとか、例えばそういうものも事例として載せていけたらと

いうことは事務局の中で今話をしているところです。 

【大塚委員】  すみません、今の事案は後の人は、きれいになっていることがわからな

くてやってしまったということですか。 

【田中課長】  というわけではなくて、建物を建てるためには掘らなければいけないわ

けなんですけれども、売る前に、土地の取引ということが絡んでくると、まずきれいにと

いうか、例えばの話、掘削除去して解除してから売るとかということですと、解除して全
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部きれいな土で埋め戻して、その後、土地取引が行われて、次の人が建物を建てるために

もう一回、地下室を作るために掘るというふうなことが行われたり、そういったところも

一連として合理化していければ、これは一例ですけれども、そういったことも示していけ

ればと思っています。 

【矢野課長代理】  すみません、ちょっと情報提供ですが、経済産業省さんがこの間、

この３月にまた改訂版を作られた、『事業者の土地の利活用のための土壌汚染対策ガイド』

には、おっしゃっていただいたような、後の方の土地利用を踏まえてうまくやりとりした

みたいな事例が結構集められているということですので、そういったところを参考にしな

がら、そういった事例が都内でも実際にあるのではないかという観点で収集もしていきた

いと思っております。 

【田中課長】  ちょっと補足で、ちょうど不動産の取引のところの話が出たので、今、

平成２６年に不動産の鑑定基準が変わっていまして、全量掘削除去か、または次の建物を

建てるために必要な部分だけの除去費用、不動産の減額費用について、昔は全量掘削除去

の費用というのが不動産の減額費用だったんですけれども、建物を建てるときに掘らなけ

ればいけない部分だけを減額すればいいとか、そういったことも変わってきています。た

だ、なかなかそれが今、一般の商習慣ではその不動産鑑定基準が変わったことも認識され

ていない、そういう状況もあるので、その辺を何とかここで、少し情報収集して、そうい

ったところの情報提供していくことも目指せればということで、資料にも不動産の話を載

せているところでございます。 

【細見委員長】  具体的な事例があると多分今のようにわかりやすいんだと思いますけ

れども、いきなりコストだけとか言うと、ちょっといろいろな誤解を生むかもしれません

ので、今後、多分、２３枚目で、今後の進め方の中で、いろいろな情報収集とか、都内の

汚染サイトの情報とか、そのときどういう措置をして、どのぐらいの影響があったのか、

効果があったのかとかというのを、これは調査をしていくことになりますね。これ、２２

枚目のスライドですかね。 

【田中課長】  今後、委託調査等も行っていくんですけれども、ここにあるような事例

みたいなものをヒアリングなり何なりで集めて、事例を示すことで、その辺はわかりやす

くガイドラインの中では示していきたいと思っております。 

【細見委員長】  名取さん、どうぞ。 

【名取課長】  まさに１７枚目のスライドの不動産のところのリスクに関しては、これ
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は思うのは、健康リスクを皆さん除去しているわけではなくて、取引上のリスクとか土地

活用上のその後のリスクを除去するために土壌汚染の掘削除去を選択しているんだろうと

思いますので、その辺に対するリスクに対して、行政側で何か対応するとか、リスクでは

ないんだというメッセージを出していく必要もあるのかなと考えております。この調査の

中で、今後の進め方の中で有識者ヒアリングなどもありますけれども、不動産業界などに

ついても、土地取引の状況などについてもヒアリングする予定だと思っていますので、そ

のあたりを踏まえたものを取り入れていくのかなと思っています。 

【細見委員長】  ありがとうございます。 

 そのほか関連、あるいはそのほかで。 

 じゃあ、石﨑委員、どうぞ。 

【石﨑委員】  結局、今の議論の中だと、以前にもお話ししましたけれども、まず１つ

目は土地の価値、要するに安い土地と高い土地というところで、費用をかけても要するに

合う土地と、費用をかけちゃうと合わなくなっちゃう土地と、まずそこが出てくることが

１つ疑問点と、それから、例えば後の利用がわからないとなると、売り手側としては徹底

的な除去をせざるを得ない。過剰にやるというところ。だから、今、先ほどから議論とい

うか、そちらの話を伺っていると、その後の土地の利用をすることが決まっていることが

どうも前提のようなお話なんですけれども、基本的に売ろうとしたとき、更地で売ってく

ださいよと言われて、そうなると利用の仕方がわからないとなると、経済効果的には過剰

となったとしてもやらざるを得ないというところが結局出てきてしまうわけで、その辺の

ところもやはりはっきりしていただかないと、売る側とすると身動きとれないんじゃない

のかなと。過剰にやっても、極端なことを言うと、１坪１,０００万もする土地であればや

るでしょうし、極端なことを言うと、１坪５０円の土地に何万円もかけても全く意味がな

いわけで、ケース・バイ・ケースだと言われてしまえばそれまでなんですけれども、その

辺のところのある程度の基準も示していただければなと思うんですけれども。 

【田中課長】  ありがとうございます。今現在の不動産取引自体がそのような、基本的

に商習慣の中で、今後の土地利用がわかっていない場合には全部掘削除去してやっていく

というのが今現状という形で認識は我々もしているところでして、それに対して、先ほど

名取からもお話ししたとおり、不動産関係者にもヒアリングをして、その辺の中での課題

がどういうところにあるのかというところ、それを踏まえて、よい事例とかを示すことで、

その辺の習慣を少しでも変えられればということで、ここは少し挑戦的に、載せさせてい
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ただいているところではございます。 

【矢野課長代理】  すみません、事務局から補足です。スライド８にあるとおり、今回

ガイドラインで想定している事例のケースというのが、大規模開発でいえば、開発事業者

さんは実施したい事業ありきで土地を探している、所有者さんも有利な条件で土地を売却

したいという立場にいるときにどのような行動がＳＲ上とれるかということで、まずこう

いったケースを念頭に置いて考えていくというところからスタートしたいと思っておりま

す。今回の取引前に除去されてしまうというケースについても、こういった立場が明確で、

適切な時期に行動をとっていただければ、うまくマッチングできるということも期待して、

こういった事例を想定しております。まず、こういったところを整理していきたいと思っ

ております。 

【細見委員長】  おそらく全ての事例でＳＲ、ＳＲと言っても無理で、おそらく今のよ

うに、ある条件のもとでこういうふうにやるとすごくメリットが生まれますよという情報

提供、あるいは資料を今回ガイドラインの中で事例をもとにつくっていただくということ

で、完璧に用意されたものではなくて、これからより望ましい方向をこのガイドラインの

中で例を示したいと、そういう考え方でよろしいでしょうか。そのためには、今、いくつ

か、これから調査とかいろいろしていただいて、事例を集めて、いくつかの、今の例えば

８ページでいうと、こういう状況のもとだったらこんなことができるんじゃないでしょう

かというのを示していただくようにしたいと思います。それで、何か要望が、例えば石﨑

委員のほうから、こういう事例みたいなのはないのかというのがあると、より調べやすい

かもしれません。 

【石﨑委員】  我々、事業者からすると、例えば廃業ですとか、いろいろなことが起こ

りますけれども、そのときにやはり、まず売りたいということが先立つと、土地の利用者

を探す、うまくマッチングして、使うところだけですよとか、例えば土地の大きさにもよ

るでしょうけれども、大規模開発まではいかなくても、ある程度の建物を建てることがで

きる大きさの土地で、それなりの高いものを建てるとなると、当然、パイルを打ち込んだ

りとかするから、ありますよね。だけど、同じような土地の広さだとしても、今、３０セ

ンチも封じ込めでコンクリートを打てば簡単なアパートぐらい建ちますから、だから、そ

ういうことの、とにかくお金が早く欲しい場合と、それからマッチングパートナーを探し

てこなきゃいけない場合、このマッチングパートナーも、ものすごく高いものを建てる場

合と、いや、うちは２階か３階建ての簡単なアパートを造りたいから、いいよ、封じ込め
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でというのも出てくるでしょうし、そのマッチングのレベルによって随分議論が変わって

しまうので、どの辺かにちょっとターゲットを絞らないと結構厳しくなっちゃうのかなと

思うんですけれども。 

【細見委員長】  その一例が多分８ページのやつかなとは思うんですけれども、ここで、

ぜひこういう前提条件というんでしょうか、マッチングの条件で示してほしい事例とか要

望がありましたら、ちょっと事務局に申し出ていただいて、それを中心に調査もして、事

例が見つからなければしようがないんですけれども、今、事務局としては、この８ページ

のスライドで挙げたような例をまず示していきたいということで、何か要望がありました

ら、ぜひお願いしたいと思います。前提条件がほんとうに様々だと思いますので、全てに

適用できる条件というのはなかなか見つからないので、いくつかの事例を紹介していくと

いう方針で推進のガイドラインは作っていきたいと。 

【田中課長】  今、その事例の中の一つとして、ちょっとこれはそこまでできるかはわ

からないんですけれども、一つの、今マッチングというお話がありましたが、例えば次の

土地利用が決まっていない場合にも、土壌汚染を残したまま土地を売るということも通常

考えられることかとも思いまして、その辺も含めて、ですので、次の土地利用が決まらな

くても、土壌汚染が残っている状態で土地を売ると、そのときに当然減額がされるわけで

すけれども、そこも今の不動産鑑定基準でいえば減額の幅というのはこれぐらいだという

ふうなところも１つコラムなり何なり、事例とかでも示せればとも思っているところでは

あります。 

【石﨑委員】  我々、中小・零細といいますか、事業者の立場からすると、事前に、じ

ゃあ、例えば不動産業者が高い建物を建てるので、全部きれいにしてください。減額され

て売りました。実は、それからしばらくしてそこを見に行ってみたら、ただの広い土地だ

ったんだけど、戸建ての住宅が建っていて、さっき言ったように掘削除去なんかしていな

くて盛土でも通ってしまったようなものもありますし、この辺がもう、委員長が言われる

ように、広げていってしまうと際限なく行ってしまうので、レアケースを次から次へと挙

げていってしまう。それと、不動産業者の立場に立つのか、それとも買い手側の立場に立

つのか、売り手側の立場に立つのかというのでも大分考え方は変わってきちゃうと思うの

で、その辺もやはり整理していかないと、再現なく要件が増えていっちゃって、だから、

どこかやはり何例かというのを絞って議論していただかないと、特例みたいなのがいっぱ

いどんどん出てきちゃって際限なくなると思うので、それは私どもが、先ほど委員長が言
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われたように、例えば例題的なものを何点か挙げてというのであればお出しすることもで

きますし、実例として。なので、議論はまたややこしくなっちゃうんですけれども、その

辺お願いしたいなと思います。 

【細見委員長】  よろしいでしょうかね、事務局としては。 

【田中課長】  そうですね。そういった事例もいただければと思いますし、あと、我々

としては、それで１つ、現在の正しい知識といいますか、そういったものも、不動産鑑定

基準が例えばこうなっているとか、そういったことをそこで示すということも一つのあり

方かなと思っておりまして、よろしくお願いいたします。 

【細見委員長】  １つ、立場を、例えば中小事業者のためのとか、土地を売りたいがた

めの人、あるいは不動産のため、どこを意識するかという、ちょっとそれは明確にしてお

いたほうがいいかもしれないですね。都としては今、事務局ではどういうふうに考えてお

られますかね。 

【矢野課長代理】  一旦、スライド１０に、「ＳＲの当事者に」ということで、開発事業

の主体、あるいは土地の利活用を検討する所有者、汚染原因者というところを今回訴えて

いくターゲットに今考えているところですので、この場合、いわゆる仲介される立場の方

というのは含まれていないのかなと思ってはおります。ただ、今後、ヒアリング等の中で

そういったところ、あるいは場合によっては金融機関ですとか、そういった方に向けたメ

ッセージですとかガイドみたいなものが重要だということがあれば、そういったことも検

討していく必要はあるのではないかと思っております。 

【田中課長】  あと、ターゲット別ということでいうと、スライド８のところで、ガイ

ドライン自体も、先ほど委員長の中小事業者向けということでいえば中小事業者ガイドラ

インの方で解説していくですとか、あと、ＳＲのガイドラインと中小事業者ガイドライン

を使い分けるですとか、そういった形でターゲット別に作っていければと思っております。 

【細見委員長】  それがわかると、多分これは盛り込まれていると思うんですけれども、

わかりやすく、多分読む人は自分はどの立場かわかっているはずなので、それだったらこ

のガイドラインを読めばいいのかというのがちょっとわかるような図、フローチャートと

いうか、何かそういうのがあるとわかりやすいかもしれませんね。よろしくお願いいたし

ます。 

 ほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、その次の議題に進みたいと思いますが、ターゲットの一つが操業中というこ
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とで、こういう中で調査・対策をどのように普及促進するのかということについて、資料

３、準備できましたら、説明をお願いいたします。 

【相澤主任】  資料３の操業中の調査・対策の普及促進ということについては、私、相

澤から御説明させていただきたいと思います。 

 こちら、資料１のスライド２１、２２で記載してある内容を改めて示させていただいて

おります。土壌汚染対策の「最適化」とはということで、そのように表現させていただい

ておりますけれども、もう一つは操業中の対策の促進ということになります。土壌汚染対

策を実施する場合は、タイミングと効率を十分に検討すべきであるということで、土壌汚

染の除去の措置を要する場合には、汚染が拡散しないうちに早期に取り組むことで、費用

対効果が極めて大きくなるということ。工場等の操業中でも、対策完了までの時間的猶予

があれば、対策費用を軽減できる原位置浄化等が適用可能であるということで、合理化、

最適化が図られるということが考えられるということになります。 

 法や条例において調査実施の契機は廃止後を基本としており、本来汚染の拡散を防ぐた

めに、土壌汚染対策は事業を継続しながら早期に実施することが望ましいということにな

りまして、例えば、事業拡大等のタイミングに合わせて、重篤な汚染だけでも早期に自主

対策を行うことなどが考えられます。汚染の予防・早期発見・早期対策の促進が必要とい

うことで、具体的には今年度、法・条例の改正を踏まえた中小事業者向けガイドラインの

改訂を行いたいと考えております。こちら、資料２のＳＲのスライド８にも記載していま

すけれども、大規模工場については、中小事業者向けガイドラインではなくて、ＳＲ推進

ガイドラインにおける本編コラム・資料編等で整理して、記載したいと考えております。 

 まず、操業中の調査・対策推進における課題の整理ということで、１つ目は操業中の調

査・対策の必要性ということで、必要性について改めて整理しまして、必要な普及啓発を

行っていきたいと思います。２つ目は操業中の調査・対策推進のための課題の整理という

ことで、３つ挙げさせていただいております。１つ目は技術的課題ということで、操業し

たまま調査・対策を行う有効性と個々の状況に応じた適用可能な技術の事例の整理という

こと。２つ目は制度的課題ということで、自主的な調査を実施することで、新たに法的義

務が発生する可能性の解決ということ。３つ目は経済的課題ということで、法的義務がな

い中で、調査・対策を行うための費用負担の軽減ですとかインセンティブの付与というこ

とを考えております。 

 次のスライドは操業中のターゲットについてまとめております。１つ目は事業転換など
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を検討している事業場ということで、事業転換等、廃止する事業場等のソフトランディン

グに向けた操業中の対策ということで、こちらは今までも土壌汚染対策アドバイザーにお

いて活用の事例があるということになります。２つ目です。今後も安定的な経営を続けて

いく事業場ということで、こちらは、地域住民の理解を得ながら、個々の事業場の状況に

応じた調査・対策の方法の選択が必要ということで、ＳＲの視点というのも重要になって

くると考えられます。なかなか土壌汚染対策アドバイザーの制度においてもこちら活用の

事例がありませんので、こういった場合の事例というのも増やしていきたいと考えており

ます。 

 まず１つ目の必要性というところですけれども、操業中の対策を実施する場合と、しな

い場合の比較ということで、既にこちらは中小事業者向けガイドラインの５８ページ、５

９ページに掲載されている内容になります。 

 改めて必要性について整理させていただきますと、発見や対策が遅れる原因の一つとし

て、法や条例で調査実施の契機が、新たな汚染のおそれが生じなくなった廃止後を基本と

している点にあるということが挙げられます。廃止時の調査において、土壌汚染が見つか

って対策が検討されていないと、土地の価値が下がりまして、対策に時間がかかる等、そ

の後の土地の利活用が円滑に行えなくなるということ。土壌汚染の発見や対策が遅れるほ

ど、汚染範囲が広がるために、対策費用や労力、時間が増大するということになります。

ということで、法的義務がなくても自主的に汚染の未然防止・早期発見・早期対策に取り

組むことが重要ということになります。 

 次から技術的な事項につきましてそれぞれ、未然防止と早期発見、早期対策――早期発

見は調査ということですけれども、取り組むというところで、それぞれの流れについて説

明させていただきたいと思います。１つ目が未然防止のところですけれども、地下浸透の

未然防止の基準ということで、平成２４年より水質汚濁防止法の中で規定がされている内

容になります。 

 これを踏まえまして、今回の改正土壌汚染対策法については施行規則で、水濁法の地下

浸透防止が適切にとられているような場所については、点検記録が保管されているといっ

た必要はありますけれども、汚染のおそれがない土地に分類することができて、この部分

については試料採取等が不要ということになっております。 

 次は早期発見の調査に関する部分となります。こちらは法定調査ではなくて簡易調査を

実施するという選択肢もあると考えられます。こちらに書かれている内容は、都の環境科
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学研究所において検証されて、選定されたものになっております。既に簡易調査につきま

しては、平成２９年度より土壌汚染対策アドバイザーの中で、的確な助言を行うために、

事業者の希望によって実施がされている内容になります。結果については、事業者による

操業中の化学物質の自主管理、新たな漏えい防止ですとか、操業中からの計画的な対策に

役立てられているといったことになります。こちらは試料採取の方法の簡易調査の概要と

いうことになります。 

 こちらは分析の概要ということになります。操業中に対策を実施するための適切な調査

方法の整理ということで、必ずしも法定の調査方法、公定法で分析する必要があるかとい

うことでございます。例えば、対策のために原液の位置さえわかればよいということもあ

り得ると考えられますので、技術的な検討は必要ですけれども、検討していきたいと考え

ております。 

 次に、対策についてですけれども、早期対策の効果が高い事例ということで、中小事業

者向けガイドラインのこちら５１ページから５３ページに既に掲載されている内容になり

ます。こちら、１つ目はガス吸引ということで、次のスライドの事例は地下水揚水という

ことになります。３つ目の事例については、対策の組合せとなっているんですけれども、

操業中から通気性の良いような地盤についてはガス吸引を実施いたしまして、建替え時に

上の層のローム層の部分のみ掘削除去を行って追加対策を行うといった事例になっており

ます。今回、どのような場合に早期対策というのが効果的か、その他、有効な対策の事例

がないかということを改めて整理したいと考えております。 

 次の技術的課題ということですけれども、このように操業中の対策が有効な事例という

のが見受けられる一方で、廃止までの対策というのが難しい事例や、法や条例の施行前の

汚染と考えられる古い深刻な汚染があって、対策が難しくなっているといった事例も見ら

れます。ということで、例えば、建物下に重金属の汚染がある場合、既に地下浸透防止措

置を実施した箇所を壊さないと調査ができない場合、狭隘な土地の場合、操業中の一時停

止が困難な場合、汚染の範囲（深さや広さ）、濃度が著しい場合が考えられるということで、

こういった場合についても、少しでも汚染が拡散しないための調査・対策の方法がないか

ということも検討したいと考えています。 

 次は調査・対策の技術というところですけれども、こちらは事例収集が必要だと考えて

おります。例えば、過去の委託内容の調査結果の活用、行政や業界団体等の事例集などの

資料の活用が考えられます。操業中において、直近の調査実施を前提としていなくても、
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将来に向けた調査・対策のプランニングについてアドバイザーによる相談・助言等も有効

と考えられまして、操業中の状況に応じた事例の収集と整理が必要と考えております。 

 次に、制度的な事項です。こちらは先ほど資料１のスライド１５の内容として含まれて

いたことになりますが、改正土壌汚染対策法については、リスクベースによる措置・拡散

防止の考え方というのを導入いたしまして、必ずしも汚染地において基準適合を求めては

いないということになります。具体的には、措置完了条件ということで、目標土壌溶出量、

目標地下水濃度というものを設定することができることになっております。溶出量基準適

合というのを対策のゴールとはしないで措置を完了できるために、操業中から対策を実施

することで目標を達成しやすくなったと考えられます。 

 制度的課題ということで、自主調査と法的手続の考え方ですけれども、改正条例の１１

６条の２では、有害物質取扱事業者は、指針に基づく法定の調査を実施していれば、その

結果を知事に報告することができるといった規定を設けております。指針に基づく調査を

実施して、こういった１１６条の２により報告し、さらに条例の規定による措置を行えば、

廃止時の調査において特例の対象になるということで、その後に汚染のおそれが生じない

ような状況であれば、実質的に調査しなくてもよい状況になります。このほか、先ほども

御説明いたしましたように、指針によらない簡易調査によって、重篤な汚染だけでも把握

して、早期に対策するという選択肢もあり得ると考えられます。ただし、そういった場合

については、廃止後に改めて汚染状況調査を実施して、報告しなければならないというこ

とにはなります。 

 こちら、簡易調査を実施した場合の廃止時の調査の整理ということで、操業中の対策を

行うことで、廃止時の調査にメリットがあるようにできないかということも検討したいと

考えています。こちら、簡易調査を実施した場合、汚染がある場合、ない場合、それぞれ

あると思いますが、汚染があった場合に対策を実施して、例えば地下浸透防止措置を行っ

た場合には、その後新たな汚染のおそれがないとみなせますので、廃止時の法定調査にお

いてこういった簡易調査・対策について地歴として利用できないかということになります。

具体的に考えられる内容についてこちらにまとめておりますが、簡易調査・対策後、水濁

法による地下浸透防止措置がとられており、その後該当箇所については汚染がないといっ

た場合については、例えば廃止時の調査において汚染のおそれが「少ない」とできないか

ということ。また、対策を実施した場合については、措置の効果を公定法でその後確認し

ていれば、対策深度以深から試料採取等すればよいこととすることが考えられると思いま
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す。ということで、簡易調査・対策を行った場合の汚染のおそれの評価について、技術的

な検討・整理等も必要だと考えております。 

 次に、経済的課題ということで、操業中の事業者に対する融資についてということです

けれども、操業中の事業者であれば、各種融資制度の利用というのが可能となっておりま

して、融資限度額についても高額ということになります。一方で、事業廃止後は融資が受

けにくくなるということになりますので、操業中事業者が融資を活用して対策を進めてい

くことが重要と考えております。このような各種融資制度のほかに、最近についてはＥＳ

Ｇ投資という動きもあるかと思います。融資を利用しやすくするための制度が何か検討で

きないかということで、例えば事業認証や表彰制度などが考えられます。 

 こちら、現在の今ある融資制度についてまとめたものになりますけれども、１つは日本

政策金融公庫の融資制度の例ということで、土壌汚染対策法による義務、指示、その他命

令により行われる場合、法律の義務がかかっている場合については低利率となるというこ

ともございます。操業中であれば、例えば１４条申請が必要になってくると考えられます。 

 次は、こちらは都の産業労働局の融資制度ということになります。こちらについては、

設備導入や改善ということが必要になりますので、それに合わせて対策を行った場合に使

用できるということになります。 

 次は事業認証・表彰制度の検討ということですが、こちらはヒアリングでご意見を伺っ

たときに勝見先生から御提示いただいた内容になります。近畿建設リサイクル表彰という

ことで、こういった表彰を行っている事例というのもございます。この中で土壌汚染対策

法の汚染土壌の処理、再利用等に関する取組のテーマもございます。 

 事業者が対策を検討する際には、負担となる部分も把握することが重要であると考えら

れます。操業中対策の負担の見える化ということですが、こちらも過去の委託内容の調査

結果の活用ということで、例えば、平成２４年の委託の内容の抜粋ですけれども、各事例

ごとに浄化範囲、対策面積、汚染物質、工法、浄化期間、工事費等がまとめられているも

のがございます。こういったものについても現状を新たに把握しつつ、試算モデルについ

て整理して、一般化・標準化できないかということも考えていきたいと思います。 

 自主的な調査・対策のスキームについて、こちらにまとめています。まず、操業中の土

地においては、簡易調査を実施するか、法定調査を実施するかということがあると思いま

す。簡易調査であれば、現在のアドバイザー制度でも対応が可能となっております。汚染

がない場合、ある場合が考えられますが、あった場合でも対策をそのまま行うということ



 -35- 

も可能であると考えられますし、それぞれ簡易調査を実施した後により詳細な調査を実施

するということで法定調査を実施するということもあると思います。汚染がない場合、あ

る場合それぞれ、汚染がなかった場合についても、条例の１１６条の２の報告をすること

ができるということになります。こちら、法律の１４条申請はできないということですけ

れども、条例はできるということになります。汚染があった場合については、条例の報告

と１４条申請、どちらも可能ということになります。法令等の報告、申請を行った場合に

ついては、法や条例による対策を行うことになります。まとめますと、簡易調査と組み合

わせて実施可能な簡易な対策について技術的な検討を行う必要があると考えております。

また、法や条例の届出を行うことで、何かインセンティブを得られるようにしたいという

ことも検討したいと思います。例えば法１４条申請を行って、要措置区域に指定された場

合、法に基づく義務、指示または命令により行う措置については、低利率の融資の対象と

なるということですとか、実際の廃止後の法定調査でも実質的な特例が受けられるとか、

そういったことが考えられます。また、条例の１１６条の２の報告についても、何かイン

センティブが得られないかということも検討したいと考えております。また、留意点とい

たしましては、改変を行う対策の場合については、別途法や条例が適用される可能性があ

ることも注意が必要だということになります。 

 また、ＳＲの関係についてもまとめておりまして、操業中から対策を実施する場合にお

いては、対策は長期間に及ぶ場合もあり得ます。現に汚染が生じて対策が実施されている

事業場であるために、地域住民の理解が不可欠ということで、地域との関係性から、ＳＲ

的要素も取り入れるべきであると考えられます。以上の議論を踏まえまして、中小事業者

向けガイドラインを改訂していきたいと考えております。また、検討結果については、土

壌汚染対策アドバイザーの助言の中でも活用していきたいと考えております。大規模事業

場の操業中対策についても、ＳＲの成果物の中で整理していきたいと考えております。 

 こちら、今後の事業の進め方ですけれども、今回、第１回の検討会において、操業中調

査・対策の普及促進の方向性について確認させていただきたいと思います。中小事業者向

けガイドラインにつきましては、法・条例の改正に基づく、調査・措置の方法等の時点修

正版の作成となっていますけれども、こちら、本日、ホームページに時点修正版をアップ

しております。情報収集、成果物の方向性の検討ということですけれども、操業中に対策

を行う必要性及びメリットと効果的な事例の収集、操業中対策に効果的な調査方法（簡易

調査を含む）、また、操業しながら計画的に調査・対策を行う場合の重要な視点の整理、対
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策選定の流れにおいてはＳＲの視点についても盛り込みたいと考えています。経済的側面

（措置費用の目安）についても引き続きデータ収集と更新をしていきたいと考えています。

対策についての届け出の解析ですとか事例収集等によりまして事例と汚染状態、対策の関

係について整理したいと。こういった内容をＳＲの調査委託の中で整理したいと考えてお

ります。第２回の検討委員会については、進捗の報告ですとか、成果物の方向性について

確認させていただきたいと考えております。そういったことを踏まえまして、中小事業者

向けガイドラインの改訂版、ＳＲガイドラインの作成の作業に入りまして、第３回の検討

会においてＳＲガイドラインの進捗の報告と中小事業者向けガイドラインの最終版の確認

をしたいと考えております。 

 以上になります。 

【細見委員長】  どうも説明ありがとうございました。 

 操業中のことについて調査・対策を進めていこうということで、まず４枚目に、課題に

対して、技術的課題、制度的あるいは経済的課題について整理した上で、最後のまとめで

すけれども、この検討会の委員会の議論をもとに情報収集、成果物の方向性の検討という、

２７枚目、最後のスライドの方向で進めたいというのが事務局ですけれども、それに際し

て、もうちょっとこういう点が必要なのではないかとか、あるいは方向性について、こう

いう方向が望ましいのではないか、あるいは足りないのではないかという御指摘がござい

ましたら、委員の皆様からいろいろ御指摘いただければと思います。いかがでしょうか。

もちろん質問でも結構だと思います。確認の意味で。おおむね事務局の自主的な調査の対

策のスキームは２５枚目にわかりやすく書かれているのではないかと思いますけれども、

これじゃだめだとか、あるいはこういう項目が必要なのではないかという御指摘もいただ

ければと思います。 

 石﨑委員、どうぞ。 

【石﨑委員】  １回目のヒアリングのときもお話しさせていただいたように、アドバイ

ザー制度、これを利用すると、やはり情報が当然東京都のほうに上がるというふうに、基

本的には伝わらないとは言っていても、事業者側からすれば、伝わっているのではないの

かと考えるのが常識的な線だと思うんです。そうなると、ほぼほぼ多分汚染していないだ

ろうけど、というか、汚染していたとしてもそんなにひどい状態ではないだろうという人

は確認の意味も含めてやるかもしれません。ただ、逆に、事業者側からすると、これは絶

対多分やったらだめだよねというようなのは、逆に土壌汚染アドバイザー制度を利用して
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どのぐらい汚染しているかというものを東京都ですとか国のほうに掌握されてしまうこと

は避けようとするんじゃないかなと思うんですけれども、その辺はどうお考えですか。 

【細見委員長】  事業者の立場で。 

【田中課長】  御意見ありがとうございます。基本的には我々としては、そこは御説明

している中で、規制とアドバイザー制度の支援というものは分けているということで対応

しているということで御説明はしているところなんですが、なかなかそれがご理解いただ

けないというか、心配があると、そういった御指摘かとは思います。そういう中で、ここ

であえて簡易調査で実施するというところも、そういった意味合いも含めて、公定法で実

施しないで、あえて簡易調査というところは、やりやすくするという意味も含めて、そう

している部分もあるというところではございます。が、規制と支援は分かれているんだと

いうことを引き続き説明していくしかないのか。逆に、何かこうしたらいいのではないか

というのがあれば、我々も工夫していきたいとは思っております。 

【石﨑委員】  ありがとうございます。 

【細見委員長】  情報とかの問題もあると思うんですが、石﨑委員のほうから、事業者

の立場として、こうぜひやってほしいというのがあれば、ぜひ事務局のほうに提案してい

ただいて、先ほどの情報の仕分けというんでしょうかね。汚染の状況と何とか当局との区

分けとか、その辺の秘密保持と言ったらいいんでしょうか。その辺のルールだとか何かが

明確になっていれば、より信頼性が高まるのかなとも思いますので、この点については非

常にセンシティブな話題でもあります。ぜひ皆様方のいろいろなアイデアがあれば、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 次、じゃあ、小林委員。 

【小林委員】  ちょっと今のに関連したお話なんですけれども、例えば１５ページとか

でも、対策が難しい事例とかで、これはちょっと違うかな。ごめんなさい。建物下に重金

属の汚染がある場合とかと書いてあるんですけれども、今回のこの内容について、１つは、

この下の枠ですかね。少しでも汚染が拡散しないための調査ということで、特に拡散しや

すいような汚染物質と、そうじゃないもの、例えば鉛みたいなものであれば、表層にかな

り汚染は留まりますし、雨水浸透してもそう簡単に移動しなかったりもしますので、そう

いうのだったら比較的置いておいてもいいと思うんです。一方で、有機塩素系溶剤のよう

な原液であるようなものとか、あとフッ素とか、ほんとうに高濃度で移動しやすいような

ものがある場合というのは、やはり調べたら大変なことになるかもしれないんですけれど
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も、一方で、置いておいても、事業者さんにとって、汚染が広がる一方で、後々の対策コ

ストがどんどん大きくなるというような、そのようなことを強調していただいて、やはり

高濃度で移動しやすい深刻なものについては早く見つけて、やる必要があるんだというと

ころを上手に説明していただくというのが大事かなと感じました。 

【細見委員長】  ありがとうございます。重金属といっても、あるいは汚染物質といっ

ても、やはり物質によって特性が相当違うので、特性に応じた調査・対策、あるいは事前

の拡散防止措置なんかは有効かもしれませんので、その辺もちょっと詳述していただきた

いと思います。 

【田中課長】  そういう観点も踏まえて取りまとめていきたいと思います。ありがとう

ございます。 

【細見委員長】  大塚委員、どうぞ。 

【大塚委員】  さっき石﨑委員が言われたこととの関係では、抜本的にやるんだったら、

条例にアドバイザーに守秘義務をつけるような規定を入れるというのがあると思うんです

けれども、そこまでやる気は都のほうはおありではないような気はしますが、あとは事業

者の方がアドバイザーと契約を結ばれるというのが一つの方法だと思います。 

 スライドの２１、２２の融資制度の活用というのはぜひやっていただくとありがたいと

思っていますが、国のほうはあまりやられていないものですから。これは、スライド２２

の融資制度はどのぐらい活用されることを想定されているんでしょうか。１年間にいくつ

ぐらいとかという話ですけれども。あと、今までは例はあるんでしたでしょうか。 

【細見委員長】  いかがでしょうか。 

【矢野課長代理】  恐らくですが、これ、産業労働局という東京都の別の局が持ってい

る支援制度ですが、土壌汚染対策という観点でこういった融資を利用したいという相談が

あれば、恐らく技術的な観点等々、我々のほうにこういった有効性があるかとか御相談あ

るかと思うんですが、そういったものに接したことがないということで、土壌汚染対策と

いうことの設備導入とか改善ということで使われた事例はまだないのかなと思っておりま

す。ですので、例えばそこの（１）とかにあるように、何かしら明確に土壌汚染に係るよ

うな事業の指定・認証みたいなものが打ち出せればメニューとしてもう少し見えやすくな

るのかなということで、そういったやり方もあると思いますが、なかなか、どういう方法

でやればいいのかというところは正直、ノーアイデアでございます。 

【大塚委員】  ここで書いていただいているのは、（５）のアのところでもっと広げてい
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くという御趣旨なんですよね。環境のところで広げていくという御趣旨なんじゃないんで

すか。 

【矢野課長代理】  現時点でも（５）のアの条件に合致すれば利用できると。現在はこ

の条件に合致すれば使えるということなんですが、今のところ利用されている実績はどう

もないとこちらは思っているところですので、このままではなかなか広がらないのかなと

現状、認識しているところです。 

【大塚委員】  （６）をつくっていただくとか、そういうことをお考えいただくという

ことでよろしいですか。 

【田中課長】  まずはこういった形で資料を収集していまして、こういう制度があるん

だということをガイドラインなりの中で紹介していくということでまずは考えているとこ

ろです。 

【丹野課長】  こういう制度が都の中にもあるということを、２年前ぐらいですか、調

べて確認いたしまして、こちらのスライド２２の３のところに、平成３１年度において東

京都が重点的に支援を行う事業等と書いてありますが、このメニューの内容については毎

年度見直とのことです。ですので、このメニューの中身は年度ごとに見直しておりますの

で、１回ぐらい土壌という言葉が入ったこともありましたが、それは全く使われていない

ということもあり、今、最新のものですと、その言葉が抜けていると思われますので、場

合によってはまた産業労働局に交渉して入れてもらうということも可能かとは思います。 

【細見委員長】  ぜひア、イ、ウか何かをつけていただくように、ちょっと交渉はお願

いしたいと思いますが、ほかに御意見とかございますか。 

 石﨑委員、どうぞ。 

【石﨑委員】  この融資制度は前から。我々、事業者が比較的利用しているものが、よ

く国でやっているもの補助とかだと、減って２分の１になっちゃったかな。ただ、東京都

は受注型の３分の２助成というのがあって、今まで、２年ぐらい、３年ぐらい前までかは、

要するに、受注型の生産性向上という設備でないといけませんよということだったんです

けれども、やはり環境規制に適応するということと生産性というのは、これはもう車の両

輪みたいなものだということで産労さんも認めていただいて、排水処理システムのものに

は設備として３分の２適用して、フィルタープレスだとかいろいろなものに結構使わせて

いただいているんですね。だから、その辺のところで、この制度が産労さんのほうである

のであれば、もう少しＰＲ等、使いやすいような方策を環境局さんのほうで考えて、事業
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者が使いやすいような状態のものにしていただくと、もう少しＰＲも兼ねてやっていただ

くと、利用者が出るんじゃないかなと思うんですけれども。 

【田中課長】  そういった調整も今後の調査の中で一緒に進めていきたいと思います。 

【細見委員長】  じゃあ、小野委員、どうぞ。 

【小野委員】  今の融資制度の件なんですけれども、もうちょっと上の部局の話になる

かもしれませんが、ヒアリングのときにも申し上げたんですが、これ、サステーナブルな

環境ということで、産業競争力強化という文脈のお金もあるかと思うんですけれども、よ

り合理的な環境管理ということで、地球温暖化対策とか、そういう予算の枠でも対策の融

資のような制度ができるのはないかなとちょっと思っています。これ、サステーナブルと

いう言葉と環境対策、非常に親和性があり、特に土壌は長い目で見て、次世代に影響を残

さないみたいな感じですと、そっちの予算のほうが親和性があるのかなというコメントで

す。そういう枠組みもあり得るんじゃないかと思いました。 

 あと、細見先生、もう一点、別の観点でいいですか。 

【細見委員長】  はい、はい。 

【小野委員】  ちょっと全然別になってしまうんですけれども、スライドの１７枚目の

言葉がまたいろいろ出てきているのがちょっと気になっていて、措置完了条件で、目標土

壌溶出量・目標地下水濃度というのがあって、これの第二溶出量基準ですとかとの関係が

やはりちょっとわかりづらいと、事業者の方、あれあれっとなってしまわないかなという

のが心配です。おそらく第二のイメージをされていると思うんですが、その辺の理解は結

構難しいと思うので、説明を尽くせるというか、ガイドラインにするときには非常にわか

りやすい表現じゃないと、みんな、何これと思ってしまうんじゃないかなと思うので、そ

の辺の言葉を説明し尽くすのはお願いしたいかなと思いました。 

【田中課長】  わかりました。その辺、非常に用語がいろいろ出てきている。国の法律

のほうの用語もあれば、うちの条例のも、たくさん出てきていますので、その辺、わかり

やすい表現に、注釈をつけるなりしていきたいと思います。 

【細見委員長】  そうですね。これは国だけなので、ぜひ東京都としての地下水のとこ

ろとか、いろいろ含めて書いていただくということでしょうかね。 

【小野委員】  整合性というか。 

【細見委員長】  整合性。 

【田中課長】  用語の整合性も含めて議論していきたいと思います。 



 -41- 

【小野委員】  はい。そうじゃないと、せっかくの、この基準は不十分なんじゃないか

とか、疑念を持たれたらもったいないなという感じもあり、不十分というか、この意味は

何と思われないようにということです。 

【田中課長】  わかりました。ありがとうございます。 

【細見委員長】  じゃあ、この改正土対法での考え方をもうちょっと書き加えていただ

いて、ちょっと修正していただくということにしましょうか。 

【田中課長】  わかりました。 

【細見委員長】  小林委員、どうぞ。 

【小林委員】  すみません、先ほどの２２ページの融資制度なんですが、ちょっと確認

なんですけれども、これ、下の項目を見ますと、（３）番とかにＢＣＰの策定・実施を行う

ものと書いているんですけれども、こういうものも大丈夫であれば、設備導入・設備改善

だけでなく、調査のところにも使えるお金にならないのかなと感じたんですが、それは難

しいんですか。 

【田中課長】  今後その辺についても調査をかけていくつもりですので、今の観点も含

めて、この制度がどういった形で使えるかをしっかり調査していきたいと思います。 

【小林委員】  できれば、現在は難しいようであれば、今後、調査まで入るようにして

いただけると、さらに事業者さんにとっては使いやすくなるのかなと思いました。 

【細見委員長】  他にございますでしょうか。ちょっと時間が予定の時間を過ぎてしま

いましたけれども、スライドの２７枚目で今後の進め方を記述していただいていますが、

これはおおむね了承していただいたということでよろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、完璧に議論し尽くしたわけではございませんけれども、本日はＳＲとか、最

適なというか、より合理的な対策のための第一歩ということで、いくつかこれから調査あ

るいは情報収集をしていただく。今の融資制度についてもそうですけれども、それを第２

回の検討会で、準備していただいて、またそれについて議論させていただきたいと思いま

す。特に今日もしお気づきの点で、発言できなかった内容で、ぜひ次回までには検討して

ほしいというような内容がございましたら。 

【大塚委員】  ちょっと１つだけいいですか。 

【細見委員長】  はい。 

【大塚委員】  すみません。さっき２つ目の資料２のほうで言い忘れたというか、どう

しようかなと思っていたんですけれども、スライド１０のところで、いろいろな主体のガ
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イドラインとか、いろいろな主体についてＳＲのガイドラインをつくったほうがいいとい

う話があったんです。それで、不動産業者さんについてはちょっとという話もあったんで

すけれども、多分この掘削除去を減らしていくための最もキーのところは不動産業者さん

ではないかと私は思っていて、ガイドラインを作ってみるというのは多分意味があるんじ

ゃないかなと思います。ここを押さえないと多分変わらないのではないかということを意

見として申し上げておきます。 

 以上です。 

【細見委員長】  よろしいでしょうか。 

【田中課長】  そうですね。我々が今後都民に広く普及啓発活動をしていく中で、どこ

までガイドラインの中で対象という形で具体的に書いていくかというのはありますけれど

も、しっかり不動産業者さんに向けても普及啓発を行っていきたいと、その観点も踏まえ

て今後取りまとめもしていきたいと思います。 

【細見委員長】  この１０ページのところには少し不動産の方も含めて対象者ごとに、

一応ターゲットの１人としてまとめていただくようにお願いしたいと思います。 

【田中課長】  わかりました。 

【細見委員長】  他になければ、本日の議論、あとその他とございますけれども、いか

がでしょうか。 

【田中課長】  その他については、事務局としては特にございません。 

【細見委員長】  それでは、今のように戻っても構いませんので、全体を通じて何か御

意見ございましたら。 

 これから議論を深めていきたいと思いますので、先ほど申し上げましたように、お気づ

きの点があれば随時事務局に、特に２回目の議論というのは一つの山を迎えるかと思いま

すので、それに際して、こういう情報が望ましいとか必要だとかというのもあれば、一応

事務局に申出ていただければと思います。 

 それでは、本日の議題につきましては全て終了したということで、委員の皆様、ちょっ

と時間超過で、いろいろ貴重な御意見をいただきまして、どうもありがとうございます。

事務局にお返しします。 

【志村部長】  本日も長時間の審議、ありがとうございました。本日いただいた御意見

をもとに、次回に向けまして必要な調査、資料の整理等を進めてまいりたいと思います。

本日の資料をご審議いただく中で、ちょっと我々、資料を大括りで説明していたところが
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ございますけれども、もちろん汚染物質の種類、それから濃度、土質の状況等々によりま

して、それぞれ分けて丁寧に書かなければいけない部分もあるのだろうと。それから、当

然、全てのケースについて万能なものというのは難しいなと思っております。ただ、中で

も、より合理的な対策がとれるもの、操業中からやるとより効率的なものというのは存在

すると思っておりますので、その辺について事例を集めまして、次回、できるところから

少しずつでも広げていけるように、皆様の御意見をいただきながら進めていきたいなと思

っております。それから、用語等につきましても、「最適な」と言うと、１番のものが１つ

出てくるというように、用語一つとっても、これが受け取る方の印象というのが大きく違

うということを肝に銘じまして、資料のつくり方等についても丁寧に進めていきたいと思

いますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

【田中課長】  すみません、時間も過ぎておりますが、最後に事務連絡が２点ございま

す。 

 １点目は、本日の議事録につきまして、作成ができましたら、また委員の皆様にお送り

させていただきますので、御確認いただきますようにお願いいたします。また、先ほど委

員長からもございましたけれども、何か御指摘事項等あれば、メールで事務局にお送りい

ただければと思っております。 

 あと２点目は、次回の委員会までに委員の委嘱の手続というのがございまして、再委嘱

の手続について皆様に御案内させていただきますので、お手数をおかけしますけれども、

御対応のほど、よろしくお願いいたします。 

 なお、次回の日程につきましては１０月か１１月ぐらいを予定しておりますが、今月中

ぐらいに具体的な日程についての調整もさせていただければと思っております。 

 では、これにて本日の検討会を閉会いたします。本日はまことにありがとうございまし

た。 

 

―― 了 ―― 


